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平成２８年３月４日 

 

病院総務部長 殿 

 

副学長（研究） 

三 明 康 郎 

 

組織としての利益相反マネジメントのための連絡について（依頼） 

 

このたび、「国立大学法人筑波大学における組織としての利益相反ポリシー」（平成２８

年２月１８日学長決定）及び「国立大学法人筑波大学における組織としての利益相反ポリ

シー実施要項」（平成２８年２月１８日研究担当副学長決裁）（以下「組織としての利益相

反ポリシー実施要項」という。）が制定されたことに伴い、これらに基づき必要とされる

連絡に関し、今後は下記のとおり遺漏なく取計らうよう願います。  

 

記 

 

１．連絡について 

 病院総務部契約担当において１件当たり１，０００万円を超える物品の購入若しくは役

務の提供の申込みがあったときは、それが、関係部署から少なくとも四半期ごとに送付され

る以下の（１）～（４）のリストにある企業等に関係したものである場合は、当該関係情報

について利益相反・輸出管理マネジメント室に連絡し、利益相反に関するマネジメントを要

請する。 

（１）①本学と知的財産を共有している相手先企業等のリスト、②本学が知的財産について

実施・使用許諾又は売却をした相手先企業等のリスト（当該年度を含めて過去３年度分） 

（２）①本学が保有している株式等の相手先企業等のリスト、②本学が保有している株式等

に関して収入のあった相手先企業等のリスト（売却又は配当金収入）（当該年度を含めて

過去３年度分） 

（３）本学に寄附金等（寄附者が個人名義のものを除く。）を提供した相手先企業等のリス

ト（単一の企業等から年度当たり５００万円を超える寄附金等について当該年度を含め

て過去３年度分） 

（４）本学と受託研究・共同研究・学術指導契約・特別共同研究事業を実施した相手先企業

等のリスト（単年度の契約金額が１件当たり２００万円超のもの。当該年度を含めて過

去３年度分） 

 

なお、リストの送付は、初回については、第一四半期（４月～６月）経過後に当該四半期
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分に平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日までのリストを添付の上可能な限り速や

かに送付し、２回目以降は前の四半期が経過した後速やかに送付することとする。 

 

２．その他 

（１）連絡後の対応について 

連絡を受けた利益相反アドバイザーは、事案の性質や影響度の大きさ等を勘案して、利益

相反委員会又は利益相反アドバイザリーボードと事前に協議する必要があるかどうかを検

討し、その必要がないと判断した場合は、自ら判断し、その結果について連絡を行った担当

部署に連絡する（通常一両日中）。また、利益相反委員会等との事前協議が必要と判断した

場合は、連絡を行った担当部署と別途協議する。 

（２）情報公開について 

 担当部署から利益相反アドバイザーに連絡された案件について、当初計画どおり実施す

る場合においては、大学自身が保有する特別の利益に関する情報（知的財産の保有状況や実

施料収入、株式等の保有状況、寄附金等の受け入れ状況等）を特別の事情のない限り利益相

反・輸出管理マネジメント室において公開するものとする。公開の様式は組織としての利益

相反ポリシー実施要項の別記様式２によるもとする。 

 

 

（本件に関する問い合わせ先） 

利益相反・輸出管理マネジメント室 佐藤 

内線 2877 E-mail:coisec@ilc.tsukuba.ac.jp 

 


